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はじめに
農村地域における定住の様相が近年大きく変動 してい
る｡従来の ｢定住｣といった概念は､限られた場所 ･住
宅に永続的に居住 し続けるといった固定的な概念として
捉えられてきたが､このような捉え方では定住の本来的
な意味や現代社会における多様な居住現象を的確に把握
するには限界がある｡特に新規農業参入､Uターン･Ⅰ
ターンや交流人口に着目した農村地域の活性化が叫ばれ
る中で従来の硬直した定住観は根本的に問い直されねば
ならない｡
筆者は重村力と共同で､四国最奥地の山村集落の人々
が母村である山村と近郊の中核都市松山の2つの居住拠
点を獲得した ｢2拠点型居住｣の実態 1)を80年代前半
に報告 し､さらに80年代中期に､地方小都市圏 ･徳島
県脇町を例に ｢定住サイクル｣(家族関係 と地域関係を
維持 しながら母村 ･中心地域 ･中核都市 ･大都市での居
住地選択をライフステージに対応 して居住)と呼びうる
柔軟な居住現象の実態と計画課題を報告 している2)0
筆者らが注目してきた ｢柔軟な定住｣現象は､居住拠
点を無秩序に多様化している ｢定住の混乱｣ではなく､
居住地選択と個人 ･家族 ･地域の生活周期の間に一定の
法則性が獲得された ｢秩序だった定住の多様化｣であっ
た｡
自然に囲まれた生活や農的な暮らしへの要求といった
生活の質､就学 ･就職､結婚､子供の教育､親や親族と
の日常生活関係､地域社会の人間関係､自分自身の老後
の生活､そういった生活要求を居住地と一年の生活パタ
ーンとの選択 (場所と時間の配分 ･選択)によって如何
に秩序だてるのか､その選択の結果が一定の定住形式に
反映しているのである｡これが筆者の定住の捉え方であ
る｡
'll.
農村地域の定住問題を論議する場合､特に過疎地域に
おける人口減少が問題とされ､人口流出を阻止するため
の就業場所の確保､都市への交通網の整備､産業の振興
といった対策がとられてきた｡つまり人の動きでは ｢転
出者｣､地域対策では ｢産業振興｣に重点がおかれてき
たわけである｡それを裏返せば ｢定住者｣ ･｢転入者｣
にはあまり目が向けられなかったし､地域の生活 ･福祉 ･
(生産環境以外の)環境対策は軽視されてきたというこ
とになる｡従来の発想の大転換､それが問われているの
である｡
農村地域の認識を生産拠点から定住拠点へと転換させ
る必要性はこれまでに幾度となく指摘 してきた3)｡ しか
し､定住拠点としての農村地域の役割を実証する作業は
十分とは言えなかった｡盆や正月に農村人口は膨れ上が
るが､いったいどの程度になるのか､地域との関連を持
つ農村地域出身者や交流人口はどの程度いるのか､そう
いったデーターも未整備である｡筆者自身､農村地域の
常時人口と交流人口をあわせた ｢農村共生人口｣4)の概
念をこれまでに提起 してきたが､これも実際の数値を示
すには至っていない｡
上記の問題意識から､96年度に西日本過疎自治体の
過疎対策担当者を対象に ｢過疎地域転入者の実態と定住
施策に関するアンケー ト調査｣を実施 した.本編は､そ
の調査結果の概要を報告するものである｡
1.研究の背景と目的､方法
1-1.研究の背景と目的
現代の農村･農業は､農業生産の比重低下(農業生産の
国内総生産に占める割合3%)､全産業従事者における農
業従事者の比重低下(全産業従事者に対する農業従事者
の割合7%)､農業従事者の高齢化､新規農業従事者の減
少など､国民経済､社会構造における比重が低下してい
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る｡しかし､1990年世界農林業センサスのデーターをも
とに推計すると､我が国に存在する約14万の農業集落に
は全国民の約6割が居住していることになる｡ これらの
数値は､経済的視点からみた場合の農村の役割の低下に
対する国民の居住拠点としての農村の役割の向上という
農村の実麿を示す数値といえるものである｡
農村の役割は､国民の食糧生産拠点や国土保全といっ
た従来から認識されている役割に加え､近年では自然志
向の高まりや､価値観の多様化に伴う新たなライフスタ
イルを実現させるために､都会から農村へ転入する者が
増加する傾向にあり､新たな生活拠点としての役割も見
逃すことができない｡
この様な現実から､農村を農業生産拠点として捉える
従来の農村観を大きく転換させ､農家と非農家が共存す
る新たな定住拠点 ･生活拠点として捉え直すことによっ
て､農村の新たな役割の発見と将来展望の糸口を得るこ
とができると考える｡
上記の問題意識から､本研究では､農村転入者の新た
なライフスタイルとして､｢農的生活｣｢老後の生活｣
｢芸術文化活動｣の三っに着目し､過疎地域転入者の実
態と各自治体の定住施策を明らかにするとともに､新た
な農村計画のあり方を提起することを目的とする｡
1-2.研究の方法
今回の研究では､新たな定住拠点としての農村の役割
を明らかにするために､農村における農家 ･非農家の居
住状況と転出入者の動向､農村転入者の新たなライフス
タイルの動向､過疎地域における定住施策､過疎農村へ
の転入者の実態を明らかにすることを具体的研究課題に
設定し､以下の3点の準備作業を行ったうえで､西日本
過疎地域市町村において転入者の実態と定住施策につい
ての郵送アンケートを行い､転入者の新たなライフスタ
イルや自治体の受け入れ体制の実態を明らかにした｡
①農村における農家･非農家の居住状況と転出入者の動
向を､農業センサスや住民基本台帳などの各種統計を用
い､より実証的にその実態を把握にする｡
②都会からのUターン･Iターンに着目し､｢田舎暮らし｣
等の情報誌などから事例を集めて分類し､ライフスタイ
ルと定住状況､自治体の受け入れ体制などの基本事項を
整理する｡
③過疎対策事業の実態や各自治体における転入者受け入
れ体制などを､｢過疎白書｣や情報誌などから把握する｡
2.定住拠点としての農村地域の実態
2-1.センサスにみる農業集落の居住状況
1990年の世界農林業センサスによると､我が国の一般
世帯数は40,670,475戸､総農家数が3,834,732戸であるか
ら､我が国の一般世帯における農家構成の比率は9.4%
となる｡しかし農業集落内の非農家世帯を含めると､農
業集落居住世帯は24,229,857戸となり､総世帯数の59.2
%を占めることになる(表2-1)｡
また､我が国には140,122の農業集落がある｡農業集
落とは､農村地域の地域社会､生活空間の基本単位であ
り､本来､住宅 ･屋敷地､菜園､農地､山林､共同空間､
道､水路などが一体となって秩序付けられた生活空間の
システムである｡たとえ都市化に伴う新たな開発がなさ
れても､水や緑といった自然環境や集落社会の共同性が
反映した空間構造が､歴史と人々の生活を通じて現代に
継承されており､まさに集落は､環境共生と文化共生の
基盤だと言える｡そして､このような農業集落に全国民
の約6割が居住し､農家でない者でも､生活空間や環境
資源､景観､文化など ｢農｣的な居住環境を共有体験し
ている｡
これまで我が国では､農村とは農業生産拠点､あるい
は､農業を営む者の居住地という理解が一般的であった｡
そして政策の主要な関心は農地と生産施設に向けられ､
農村整備は生産環境の整備を中心に展開し､農村の居住
環境は生産環境の整備のもとで行われてきた｡ しかし､
そのような認識に基づく農村整備は､もはや限界に達し
ている｡
表2-1我が国の農業集落における農家･非農家の居住状況 (1990年世界農業センサスより)
総農家数 総農業集落数 総戸数=総農業集落数 総農家数=総農業集落数 総非農家数=総農業集落数 1農業集落当たり平均戸数総戸数 農家 非農家
*平均総戸数 *農家平均戸数 *非農家平均戸数 戸数 戸数
西日本過疎地域市町村合計 508,384 24,673 1,242,715.2 506,597.2 736,118.0 50.4ー 20.5 29.810% 4().8% 59.2%
西日本府県合計 1,691,230 68,616 10,281,009.1 1,672,664.1t 8,608,345.0149.8 24.4 125.500% 16.3% 83.7%
全国 3,834,732- 140,122 24114996.2 3783294 20331702.2 172.1 27.0 145.1
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全国の農村において､1農業集落当たりの平均総戸数
は172.1戸であるが､そのうち農家が27.0戸､非農家が1
45.1戸で､農業集落居住総戸数の84.3%が非農家という
状況である｡西日本過疎市町村においても､全国と比べ
ると非農家居住の割合は小さいが､1農業集落当たりの
平均総戸数50.4戸のうち非農家は29.8戸で､･農業集落居
住総戸数の59.2%を占めている｡
このように農業集落は､農業生産拠点であると同時に､
農家と非農家が共存する居住拠点になっているのである｡
2-2.過疎地域の概況
(1)過疎地域の定義と団体数､人口､面積
1990年に制定された過疎地域活性化特別措置法による
と､過疎地域は次の要件に該当する市町村として定義さ
れている｡
条件1:⑦昭和60年の国勢調査人口の昭和35年対比
減少率 (人口減少率)が25%以上､又は㊥人口減少率
が20%以上で昭和60年の高齢者 (65歳以上)人口の割
合が16%以上｡又は⑮人口減少率が20%以上で若年者
(15-29歳)人口の割合が16%以下｡
条件2:昭和61年度から昭和63年度までの財政力指
数の平均値が0.44以下｡
これによると､.過疎地域市町村は神奈川県と大阪府を
除く45都道府県に存在し､全国の市町村総数に占める過
疎地域市町村の割合は37.1%となっている｡
また､我が国の総人口に占める過疎地域市町村の人口
の割合は6.1%､国土総面積に占める過疎地域市町村面
積の割合は47.7%となっている(図2-1)0
また､過疎地域市町村は､他の地域開発立法の地域指
定を受けていることが多く､特に､辺地及び振興山村は､
過疎地域市町村のうちのそれぞれ84.3%､62.3%が重複
指定されている｡特定農山村地域との関係をみると､過
疎地域市町村のうち80.0%が地域指定を受けており､全
国の指定件数の55.4%が過疎地域にある｡つまり､我が
国の ｢農村｣の多くが過疎地域となっていることがわか
る｡
(2)過疎地域の人口動態
1)全国的傾向
我が国においては､昭和30年代後半からの経済高度成
長に伴い､地方圏から大都市圏への人口流出が激化した｡
しかし､50年代においては､三大都市圏への集中が鏡静
化し､地方圏への人口定住が進展してきた｡また､平成
2年と7年とでは､大都市の人口の増加率が低下し､地方
圏では少し増加している(図2-2)0
かって急激な人口流出の続いた過疎地域においても､
……??? ? ? ? ?
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図2-1 過疎地域の全国に占める比率(｢過疎対策の現状｣より)
図2-2 過疎地域､三大都市圏､地方圏の人口増減率推移
昭和40-45年の13.1%をピークとして人口減少率の鈍化
がみられ､55-60年には3.6%と最低の減少率を示して
いる｡しかし､60年～平成2年では5.7%の減少率となり､
平成2年～7年においては､4.6%の人口減少率を示 して
いる｡
人口増減率に着目すると､昭和40年～45年に3市町村
であっち人口増加自治体は､45-50年には255自治体､5
0-55年には118自治体､55-60年には148自治体と増加
している｡また60-平成2年には66自治体へと減少する
ものの､平成2-7年には110自治体となっている｡
一方､人口が10%以上減少している自治体数は､昭和
40-45年には867自治体であったのが､45-50年には427
自治体､50-55年には159自治体､55-60年には110自治
体と減少し続ける｡60年～平成2年には再び182自治体と
増加するが､平成2-7年には80自治体となっている｡
(平成8年度 ｢過疎対策の現況｣より)
(3)
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2)西日本における傾向
一方､平成8年住民基本台帳人口要覧によると､今回
研究の対象とした西日本の全644過疎地域市町村におい
て､人口増加している自治体は80､人口減少している自
治体は560で､9割近くの自治体で人口が減少している｡
しかし､転入者と転出者についてみてみると､西日本
の644の過疎地域市町村全てにおいて転入者は存在 し､
人口の1割以上の転入者のいる自治体もある｡また､転
入者数が転出者数を上回る自治体は156あり､西日本過
疎地域市町村の2割以上を占めている｡また､人口が減
少している自治体の中にも､転入者数が転出者数を上回
る自治体が78もあり､過疎地域-の転入者は､近年増加
する傾向にある｡
これまでの過疎問題への取り組みでは､人口の増減ば
かりに目が向けられ､転入者の存在にはがあまり着目さ
れてこなかった点をここでは強調しておきたい｡
3.西日本過疎自治体への転入者の実態と定住施策
3-1.調査の概要
(1)調査の目的と方法
アンケート調査に先立ち､その準備作業として月刊
｢田舎暮らし｣等の情報誌から､農村への転入者のライ
フスタイルを整理した｡その結果､農村への転入は ｢農
的ライフスタイル｣｢老後の生活｣｢芸術･文化活動｣の
ための転入を目的とするものが多く､その傾向が高まり
つつあることが分かった｡
そこで､今回は､転入者の新たなライフスタイルとし
て ｢農的ライフスタイル｣｢老後の生活｣｢芸術･文化活
動｣に着目し､三重県､近畿地方､中国地方､四国地方､
九州地方､沖縄県の全644西日本過疎地域市町村の過疎
対策担当課に郵送アンケート調査を行った｡
本来なら全国に対象を広げるべきであったが､今回の
調査は今後の本格的な研究の準備調査であること､東日
本の過疎自治体は特に冬期の雪問題を考慮する必要があ
ることから今回は除外した｡
設問の回答者は､自治体の企画部門の職員で､過疎対
策担当者､若しくは総合計画担当者とした｡
(2)今回調査の特徴
この調査研究は､(D農村地域を定住 ･福祉 ･文化拠点
としてみる.(従来は農業生産拠点として重視)､(卦農村
転入者に着目する｡(従来は人口減少 ･転出者対策重視)
の2点に特徴がある｡
尚､今回の調査では､(ア)上記(むとの関連からライ
フスタイル別に農村転入者の実態を把握すること (農的
生活､老後の生活､芸術文化活動を目的とした転入者の
(4)
実態把握)､(イ)農村人口の最多時期とその時の人口規
模を把握する (従来は常住人口だけの把握が多い)､(ウ)
施策については過疎対策の重点施策の過去 ･現在 ･将来
の推移の把握､転入促進施策 ･転入者定着策の有無とそ
の後の転入者の定着度の関連性の把握等に重点をおいて
調査項目を設定した｡
3-2.調査結果
(1)アンケート回収状況
全644西日本過疎地域市町村において､平成8年12月下
旬に郵送アンケートを行ったところ､平成9年2月3日現
在､487市町村から回答があり､75.6%と極めて高い回
収率を得ることができた｡
(2)アンケート回答者の傾向
アンケートは各自治体の過疎対策担当者に回答しても
らった.自治体職員は過疎地域居住者の-典型例として
みることができると考えられることから､まずその基本
属性についてふれておく｡他の過疎地域居住者について
も同様の傾向がみられると考えられる｡
回答者個人への質問として､居住歴､実家が農家であ
るかどうか､本人が農業を行っているかどうかについて
調査したところ､次のような結果が得られた｡
居住歴は､回答者のうちUターン者が44%､住み続け
ている者が47%でそれぞれ約半数を占める｡このことよ
り､多くの過疎地域において､その地域に住み続けてい
る者は居住者の約半数に過ぎず､一度は地域外に転出し
てまた戻ってくるというパターンがかなり多くみられる
ことが分かる｡また､実家が農家である割合は58%で､
西日本過疎地域市町村の農業集落における非農家の割合
(59.2%)とほぼ同じ値を示している｡回答者本人が農業
を行っているのは全体の36%で､自治体職員という職業
を持ちながら農業を行っていることが分かる｡
(3)自治体の地域状況(都市との関係)
各自治体における転入者の実態を分析する際の指標と
.して､地域の基本的状況を調査した｡その結果は以下の
とおりである｡
過疎地域市町村内に市街化区域をもつ自治体は全体の
約5%に過ぎないが､都市計画区域をもつところは3割近
くを占める｡
また､中にはDIDをもっ自治体もあり､もたない自
治体の3割 が関係するDID市町村までの所要時間が30
分未満､8割が1時間以内である｡これらのことから､過
疎地域においても､都市的な要素を含む地域が多く､旧
過疎法における交通通信体系の整備､産業の振興の成果
があらわれているといえる｡
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また､姉妹都市をもつ自治体は3割以上を占め､海外
に姉妹都市や友好都市をもつ自治体は33ある｡都市との
交流事業を行っている自治体､交流施設をもっ自治体は
ともに半数近くあり､地域間交流､農村･都市交流への
関心はかなり高いといえる(表3-3)0
(4)一年を通じた人口変動とU･I･Jターン
過疎地域市町村において､市町村外に居住した経験の
ない人が4割未満の自治体は25%程度しかないのに対し､
6割以上いる自治体が半数ある｡また､1年間のうち人口
が最も増加する時期はお盆･夏休みと正月･冬休みが大半
で､約6割の自治体で人口が1.2倍に増加 し､2倍以上に
なる自治体も1割前後ある｡それに対 し､住民登録され
ている人口より実際のが減少する自治体はほとんどなく､
外部からの流入者が農村活性化の大きな鍵を握っている
といえる｡
また､転入者の有無について訪ねたところ､U･Ⅰ･J
ターン者がいる自治体はそれぞれ99%､89%､78%あり､
たとえ少数であっても､ほとんどの自治体において転入
者がいることがわかった｡転入目的をみてみると､｢家
業を継ぐため｣に転入してきた人がいる自治体は全体の
89.7%で最も多く､ついで ｢親の世話をするため｣
(80.1%)｢老後の生活のため｣(78.0%)｢転勤のため｣
(75.8%)｢新しい事業を始めるため｣(75.6%)｢農的ラ
イフスタイルを求めて｣(66.3%)となっている(表3-4,
図3-1)0
次に､Uターン者､Ⅰターン者が多数いる地域につい
て､どのような目的で転入する者がいるのかをみてみる
と以下のような結果になった｡
リターン者が多数いる自治体は118あり全体の約四分
の-を占める.これらの地域への転入目的は全体の傾向
とほぼ同じであるが､｢家業を継ぐため｣(94.9%)｢親
の世話をするため｣(93.2%)｢老後の生活のため｣
(85.6%)は､過疎地域市町村全体(78.0%)と比べて高
い割合を示している(表3-5,図3-2)0
一方､ Ⅰターン者が多数いる自治体はわずか18で全体
の5%にも満たないが､転入目的の傾向に着目するとき､
その特徴がよく表れている｡まず､最も割合の高い転入
目的は ｢老後の生活のため｣で94.4%を占めており､過
疎地域市町村全体での78.0%を大きく上回っている｡
｢家業を継ぐため｣(88.9%)は全体の割合と同程度であ
るが､次いで ｢農･林･漁業を始めるため｣が83.3%とな
っており､全体の55.4%よりかなり大きく上回っている｡
一方､｢親を世話するため｣(77.8%)は､全体で80.1
%､Uターン者が多数いる地域では93.2%であるので､
その比率は低い｡｢農的ライフスタイルを求めて｣は全
表3-1 自治体職員の農家率
農.非農家 人数
1 農家 276 58/oo/
2 非農家 204 43%
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表3-2 実家の農家･非農家による自治体職員の就農率
農家 非農家
1 就農 169 61.5%' 5 2.5%
2非就農 106 38.5% 199 97.5%
表3-3 DIDの有無とDIDまでの所要時間
ある 31 7.2%'
な 30分未満 118 27.6%0.5-1時間 50 3509,0'
し 1-1.5時間 57 13.3%
1.5時間以上 23 5.40/.o'
不明 49 ll.4%
体では66.3%であるのに対して72.2%となっている｡ Ⅰ
ターン者の多い地域において最も注目すべき転入目的は
｢芸術･文化活動をするため｣である｡この転入目的は､
過疎地域市町村全体においては33.9%､Uターン者の多
数いる地域では38.1%と低い割合であるのに対し､ Ⅰタ
ーン者が多数いる地域ではそ､の2倍近い72.2%を占めて
いる｡
これらのことから､過疎地域市町村全体としては､家
業を継いだり親の世話をするために転入する者が多く､
｢家｣が大きく関わっている｡そしてUターン者の多い
地域ほどその傾向は強いといえる｡それに対し､ Ⅰター
ン者の多い地域においては､｢老後の生活のため｣や
｢農･~林･漁業を始めるため｣｢農的ライフスタイルを求め
て｣､あるいは ｢芸術･文化活動をするため｣など様々な
転入目的があり､｢個人｣としての生活のために転入 し
てくる者が多いといえる｡
(5)
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表3-4 農村転入者の転入目的
生 活 環 境 学 科
転入の目的 多数いる 目立たないがいる 計
47老後の生晴のため 43 (8.8%) 337 (69.2%) 380 (78.0%)
由 親の世話をするため′ 97 (19.9%) 293 (60.2%) 390 (80.1%)
49親に面倒を見てもらうため 4 (0.8%) 160 (32.9%) 164 (33.7%)
50療養のため 4 (0.2%) 173 (35.5%) 177 (36.3%)
51子供の教育のため 1 (0.2%) 126 (25.9%) 127 (26.1%)
52芸術.文化活動等を行うため 10 (2.1%) 155 (31.8%) 165 (33.9%)
53文化施設を利用するため 0 (0.0%) 48 (9.9%) 48 (9.9%)
54家業を継ぐため 101 (20.7%) 336 (69.0%) 437 (89.7%)
55民宿.ペンションを経営するため 6 (1.2%). 78 (16.0%) 84 (17.2%)
56農.柿.漁業を始めるため 9 (1.8%) 261 (53.6%) 270 (55.4%)
57新事業開始のため 183 (37.6%) 185 (38.0%) 368 (75.6%)
58住宅.土地が入手しやすいため 39 (8.0%) 232 (47.6%) 271 (55.6%)
59住宅の広さを求めて 28 (5.7%) 178 (36.6%) 206 (42.3,0/O)
60田園的な住環境を求めて 20 (4.1%) 221 (45.4%) 241 (49.5%)
61菜園付きの住宅を求めて ll (2.3%) 181 (37.2%) 192 (39.4%)
62創作スペースのある住宅を求めて 5 (1.0%) 115 (23.6%) 120 (24.60,')
63転勤のため 87 (17.9%) 282 (57.9%) 369 (75.8%)
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表3-5 Uターン者の多数いる自治体への転入者の転入目的
転入理由 多数いる 目立たないがいる 計
47老後の生活のため 25(21.2%) 76(64.4%) 101(85.6%)
48親の世話をするため 51(43.2%) 59(50.0%) 110(93.2%)
49親に面倒を見てもらうため 2(1.7%) 56(47.5%) 58(49.2%)
50療養のため 2(1.7%) 63(53.4%) 65(55.1%)
51子供の教育のため 1(0.8%) 42(35.6%) 43(36.4%)
52芸術.文化活動をするため 6(5.1%) 39(33.1%) 45(38.1%)
53文化施設を利用するため 0(0.0%) 16(13.6%) 16(13.6%)
54家業を継ぐため 48(40.7%) 64(54.2%) 112(94.9%)
55民宿.ペンションを経営するため 1.(0.8%) 28(23.7%) 29(24.6%)
56巌.柿.漁業を始めるため 8(6.8%) 71(60.2%) 79(66.9%)
57新しい事業を始めるため 0(0.0%) 65(55.1%) 65(55.1%)
58住宅.土地が入手しやすいため 21(17.8%) 54(45.8%) 75(63.6%)
59住宅の広さを求めて 15(12.7%) 48(40.7%) 63(53.4%)
60田園的な住環境を求めて 14(ll.9%) 55(46.6%) 69(58.5%)
61菜園付きの住宅を求めて 7(5.9%) 55(46.6%) 62(52.5%)
6台創作スペースのある住宅を求めて 4(3.4%) 40(33.9%) 44(37.39g)
63転勤のため 39(33.`1%) 59(50.0%) 98(83.1%)
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表3-6 1ターン者の多数いる自治体への転入目的
生 活 環 境 学 科
ー 転入理由 多数いる 目立たないがいる 計
47老後の生活のため 6(33.3%) ll(61.1%) 17く94.4%)
48親の世話をするため 7(38.9%) 7(38.9%) 14(77.8%)
49親に面倒を見てもらうため 0(0.0%) 6(33.3%) 6(33.3%)
50療養のため 1(5.6%) 8(44.4%) 9(50.0%)
51子供の教育のため 1(5.6%) 10(55.6%) ll(61.1%)
52芸術.文化活動をするため 4(22.2%) 9(50.0%) 13(72.2.90')
53文化施設を利用するため 0(0.0%) 6(33.3,g) 6(33.3%)
54家業を継ぐため 8(44.4%) 8(44.4%) 16(88.9%)
55民宿一ペンションを経営するため 0(0.0%) 6(33.3%) 6(33.3%)
56良.柿.漁業を始めるため 3(16.7%) 12(66.7%) 15(83.3%)
57新しい事業を始めるため 0(0.0%) ll(61.1%) ll(61.1%)
58住宅.土地が入手しやすいため 5(27.8%) 7(38.9%) 12(66.7%)
59住宅の広さを求めて 2(ll.1%) 9(50.0%) ll(61.1%)
60田園的な住環境を求めて 4(22.2%) 9(50.0%) 13(72.2%)
61菜園付きの住宅を求めて 3(16.7%) 8(44.4%) ll(61.1%)
62創作スペースのある住宅を求めて 1(5.6%) 10(55.6%) ll(61.1%)
63転勤のため 6(33.3%) 7(38.9%) 13(72.2%)
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(5)ライフスタイルからみた転入者の実態
前述のとおり､ほとんどの過疎地域市町村において転
入者が存在 し､転入のタイプ(Uターン･Ⅰターン)によ
ってその転入目的にかなりの違いがみられることが分か
った｡ここでは､ Ⅰターン者の転入目的として特徴的で
あった ｢農的ライフスタイル｣｢老後の生活｣｢芸術 ･文
化活動｣に着目し､これら三つのライフスタイルを求め
て転入してきた人々の実態をそれぞれ明らかにし､また､
ライフスタイルによりどのような違いがあるのか考察す
る｡
ライフスタイル別に転入者の割合を示 したものが表3-
7である｡これによると､｢農的ライフスタイル｣を求め
て転入してきた人がいる自治体は323､｢老後の生活｣の
ために転入してきた人がいる自治体は380ある｡それら
の全過疎地域市町村に占める割合はそれぞれ66.3%､78.
0%で､かなり高い割合を占めているといえる｡一方､
｢芸術 ･文化活動｣を行うために転入 してきた人がいる
自治体は165で33.9%を示している｡数値的にみると少
数のように感 じられるが､約三分の一の過疎地域市町村
においてこのような動きが見られるということは､注目
に値する｡
各ライフスタイルと転入タイプの関係について示 した
ものが表3-8､図3-4である｡それぞれのライフスタイル
についてどの転入タイプが最も多いかを尋ねたところ､
｢農的ライフスタイル｣｢老後の生活｣ではUターンと回
答した自治体が最も多く､それぞれ5割､7割を占めてい
るのに対し､｢芸術･文化活動｣を挙げる自治体ではⅠタ
ーンが最も多く6割を示している｡また､｢農的ライフス
タイル｣ではⅠターンも3割を占める｡先に､ Ⅰターン
者の多い地域では ｢農的ライフスタイル｣や ｢芸術 ･文
化活動をするため｣に転入する者が多いと述べたが､転
入目的と転入タイプには深い関係があるといえる｡
最も多いと思われる転入者の年齢層を､それぞれのラ
イフスタイルについて尋ねたところ､かなりの差が表れ
た｡｢農的ライフスタイル｣では30歳代､｢老後の生活｣
では60歳代､｢芸術･文化活動｣では40歳代が最も多く､
それぞれ4割､8割､4割を示している｡また､｢農的ライ
フスタイル｣では20歳代の若者が多くいることも注目す
べき点である(表3-9,図3-5)0
また､最も多い家族タイプについての設問では､｢農
的ライフスタイル｣では夫婦と子供､｢老後の生活｣で
は夫婦と回答した自治体が最も多く､それぞれ4割､7割
を占めているが､｢芸術･文化活動｣ではどの家族タイプ
もほぼ同様に存在 している(表3-10,図3-6)0
表3-7 ライフスタイル別転入者の割合
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戯ラ 老後 芸.文
1 多数いる 29 7% 43 109.i 10 3%
2 目立たない 294 76% 337 82% 155 41%
′1-)全くいない 65 17%' 32 8.% 215 57%
表3-8 ライフスタイル別転入タイプの割合
転入タイプ 島的ライフスタイル 老後の生清 芸術 .文化活軌 肝
Uターン 155(49.2%) 263(67.4%) 20(ll.2%) 438(49.6%)
(35.4%) (60,0%) (4.6%) (100.0%)_
Ⅰターン 95f31.5%) 58(14.9%) 103(57.9%) 256(29.0%)
(37.1%) (22.7%) (40.2%)一 (100.0%)
Jターン ll(3.5%) ll(2.8%) 8(4.5%) 30(3.4%)
(36.7%) (36.7%) (26.7%) (100ー0%)
その他 54(17.Mi) 58(14.9%) 47(26.4%) 159(18.0%)
(34.0%) (36A%) (29.6%) (100.0%)
粁 315(100.0%) 390(100.0%) 178(100.0%) 883(100.0%)
I {その他℡Jターン■ltlU
i
老牡の生活農的ライフスタイル IJ-1JJJIM llJIJJ日日 JJ1日lMJ捉盟醤
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図3-4 ライフスタイル別転入タイプの割合
表3-9 転入者の年齢層
鹿的ライフスタイル 老後の生活 芸術.文化活動
1 20歳代 32 15､% 0 0% 6 5%
3 40歳代 48 23% 0 0% 51 42%
4 50歳代 22 10% 26 王.. 19 16%
5 60歳代 18 9,g 237 77% 10 8%
6 70歳代以上 0 .0% 44 14% 2 2%
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以上のことから､転入者の傾向として､｢農的ライフ
スタイル｣を求めて転入してきたものは､30歳代の夫婦
が子供を連れて地元へUターンしてくるというパターン
が典型的だといえる｡また､20歳代の若い夫婦あるいは
単身者が､地縁が無くても自分たちが住みよいと感じた
農村へ Ⅰターンするということも考えられる｡それに対
して､｢老後の生活｣では､60歳代の夫婦が定年を期に
地元へUターンするという型が一般的であろう｡一方､
｢芸術 ･文化活動｣では40歳代の単身者あるいは夫婦､
又は夫婦と子供が､自分たちの活動がしやすい土地を見
つけそこに住み着くというⅠターンが典型的だといえる｡
ライフスタイル別に居住タイプを比較したものが表3-
11､図3-7である｡｢老後の生活｣のために転入してきた
者は､Uターン者が圧倒的に多いため当然のことともい
えるが､約6割が実家に居住する｡また､｢農的ライフス
タイル｣は､Uターン者が多いにもかかわらず農家など
の空家を利用する場合が半数を占め､転入者のライフス
タイルへのこだわりが感じられる｡また､｢農的ライフ
スタイル｣や ｢芸術･文化活動｣のため転入 した人のう
ち､約2割が自分で家を造っている｡特に ｢芸術･文化活
動｣のために転入した人は自分のワークスペースを自分
で造った人は4割以上で､これらの作業 も活動の一環と
捉えることができる｡｢農的ライフスタイル｣や ｢老後
の生活｣のために転入する人の中には､他に公営住宅や
社宅､アパートなどの賃貸住宅に居住する例もみられる.
以上のように､転入者は新築を購入するよりもストック
を活用する例が多くみられ､空家情報の提供は転入定住
施策として重要なポイントだといえる｡
各ライフスタイルの転入者がDID市町村までの所要
時間とどのような関係にあるかを示したものが表4-12で
ある｡それぞれのライフスタイルが多数いると回答して
いる自治体についてみてみると､DID市町村までの所
要時間が1時間未満である自治体が約7-8割を占め､1時
間以上の所より明かに多数の転入者がある｡このことか
ら転入者は､都市部まである程度の利便性の良いことを
転入のための条件としているといえる｡中でも､｢老後
の生活｣を送るために転入してきた人にはその傾向が強
いといえる.一万､30分以内の自治体のうち4割以上が､
｢農的ライフスタイル｣を求めて転入 した人は全 くいな
いと回答している｡このことより､農的ライフスタイル
を求めて転入する人は､ある程度の利便性は求めっっも､
あまりに都市部に近い所へ転入することは当然ながら少
ないといえる｡このように､過疎地域市町村へ転入する
人は､農村らしさを求めっつも､都市部へのある程度の
利便性をも条件としているといえる｡
表3-10 転入者の家族タイプ
家族タイプ 鹿的ライフスタイル 老後の生活 芸術.文化活動
1 単身 66 22% 51 13% 42 23%
2 夫婦 79 26% 283 74% 48 ?_7%
3夫婦と子供 133 44% 22 6% 51 28%
4 その他 25 8% 28 7% 39 22%
芸術.文化活動老後の生農的ライフスタイル 0 ■その他Er夫婦と子供ロ単身%
lllHlllll
lIlIll-_ __トttHtHI ●●■■】 l l
図3-6 転入者の家族タイプ
表3-11転入者の居住タイプ
住宅タイプ 鹿的ライフスタイル .老後の生活 芸術 .文化活動
1鹿家などの空家 145 0 98
2 自分で造る 57 0 33
3 新築眺入 71 0 33
4; 英家 13 220 0
〇 公営住宅 8 20 0
G 老人福祉施設 0 44 0
7 その他 7 109 1
芸術 ･文イヒ
活動
老後の生活
農的ライフ
スタイノレ
0% 50% 1OO牝
■その他
}老人福祉】温毅
d公営住宅
』集象
可新築購入
』 自分で通る
d農象などの全豪
図3-7 転入者の居住タイプ
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表3-12転入者数とDIDまでの所要時間
30分以内 30分-1時間 1-1.5時間 1.5時間以上 計
ラ農イ的フ 1多数いる rD22.7% ll50.0% 522.7% 14.5% 22100.0%
2目立たないがいる 66 8842.3%~ 36 18 ･208
スタイル 31.7% 17.3% 8.7% lr)0.0%ー
3全くいない 2040.8% 1938.8% 714.3% 36.1% 49100.0%
計 91 118 48 22 2.79
老後 1多数いる 1033.3% 1446.7% 413.3% 26.7% 302目立たないがいる 77 105 41 19 242
め坐宿● 31.8% 43.4% 16.9% 7.9%3全くいない 6.25.0% 1354.2% 520.8% 00.0% 24
計 93 132 50 21 296
■H一三言柿●文化 1多数いる 1ll.1% 555.6% 一1a33.3% 00.0% 9
2目立たないがいる 4237.8% 5246.8% 1210.8% 54.5% 111
3全く ない 46 2 2 12 152
請動 30.3% 40.8% 21.1% 7.9%計 89 119 47 17 272
計 1多数いる 16 30 12 ′ヽI) 61
26.2% 49ー2% 19.7% 4.9% 100.0%
2目立たないがいる 185 245 89 42 561
33.0% 43.7% 15.9% 7.5% 100.0%
3全くいない 72 94 44 15 225
32.0% 41.8% 19.6% 6.7% 100.0%
次に､自治体内の施設の有無と転入の関係を示したも
のが表3-13である｡ただし､｢農的ライフスタイル｣は
農林業体験実習室､｢老後の生活｣は老人ホーム､｢芸術
･文化活動｣は芸術･創作のための施設を指標とした｡こ
れによると､施設のある地域のほとんどにおいて､｢農
的ライフスタイル｣､｢老後の生活｣を求めて転入してき
た人がいるが､｢芸術 ･文化活動｣においては施設があ
るが転入者が全くいないという自治体が4割近くある｡
逆に､｢農的ライフスタイル｣を求めて転入 した人が多
数あるいは目立たないがいる自治体において､施設があ
る自治体はどちらも四分の一に過ぎない｡｢老後の生活｣
のために転入した人が多数あるいは目立たないがいる自
治体では､施設のある自治体はそれぞれ四分の三､6割
を占める｡一方､｢芸術･文化活動｣をするために転入し
てきた人が多数いる自治体においては､施設の有る自治
体が7割を占めるのに対し､目立たないがいるという自
治体では､施設のある自治体は4割に過ぎない｡つまり､
｢老後の生活｣を求めて転入する人は､老人ホームなど
の施設が整っていることを条件にする場合があるが､
｢農的ライフスタイル｣や ｢芸術･文化活動を｣するため
に転入する人は､施設の有無を根本的な条件として考慮
(ll)
表3-13 施設の有無と転入者数
-125-
ある ない 計
蝕 1多数いる 7 22 29
イ的フ 7.7% 7.5% 7.6%2 目立たないがいる 5 215 290
ス夕 82.4% 73.4% 75.5%一｢J 全くいない 9 56 65
イル 9.9% 19.1% 16.9%計 1 293 384
老後 1多数いる 3313.% 106.3% 4310.5%2 目立たないがいる 204 129 33
の坐 82.3% 80.6% 81.6%●一ヽJ 全くいない ll 21 32
括 4.4%'13.1% 7.8%
計 248 160 408
■.◆■●== 1多数いる -▼/ ′1J 10
節■文化 6.5% 1.1% 2.6%
2 目立たないがいる 6257.9%' 9334.1% 15540.8%
一｢I.)全くいない 38 177 215
活臥 35.5,.0'64.8% 56.6%
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していないといえる｡また､それらの施設が整備されて
いても､ソフト面での機能が十分ではないといえよう｡
表3-14､3-15は地元住民との交流の度合いを示 したも
のであるが､ライフスタイルによる差はほとんど無く､
8割あまりの自治体で地元住民との交流はあると回答 し
ている｡また､地元の会合への参加度は半数程参加する
という割合が最も高く､どのライフスタイルにおおいて
も約6割を占める｡ しかし､全く参加 しないという人は
｢農的ライフスタイル｣や ｢老後の生活｣ではそれぞれ5
%あるいは7%であるのに対し､｢芸術･文化活動｣では1
割を超えており､Uターン者の多い ｢農的ライフスタイ
ル｣や ｢老後の生活｣のための転入者よりも地元との関
わりは薄いといえる｡
地域への定着度をライフスタイルからみてみると､U
ターンの割合の高い ｢老後の生活｣のための転入者は､
ほぼ全員が定着する自治体が6割を占め､半数以上と合
わせると9割以上の自治体となる｡それに対 して､｢農的
ライフスタイル｣を求めて転入 した人がほぼ全員定着す
るという自治体は3割に満たず､新規就農 したり自給生
活を送るという生活では資金的にも長 く定着するには難
しいものがあるようだ｡また､15%を占める若者が希望
をもって転入してみても､転入者側からは地元との交流
を煩わしく感 じたり受け入れる側の許容量など住生活が
うまく機能 していくうえでの困難があるのであろう｡
転入者の定着度を関係するDID市町村までの所要時
間との関係からみたものが表3-17である｡これによると､
老後の生活のため転入したものは所要時間に関係なく定
着度が高い｡どのライフスタイルにおいてもはぼ全員定
着する割合が高いのは所要時間30分～1時間あるいは30
分以内の地域である｡所要時間30分以内の地域と30分～
1時間の地域とを比較すると､30分以内の地域では､｢農
的ライフスタイル｣が半数以上あるいははぼ全員定着す
る自治体は8割近いのに対 し､芸術文化活動は4割に満た
ない｡逆に30分～1時間の地域では､｢農的ライフスタイ
ル｣がほぼ全員定着している自治体は半数程度であるの
に対し､芸術 ･文化活動は8割以上を占める｡ これらの
ことから､Uターン者の多い老後の生活のための転入者
は所要時間に関係なく定着度が高いが､それ以外の転入
者は､都市部へのある程度の利便性が定着の条件となっ
ており､ライフスタイルにより多少異なるものの､DI
Dまでの所要時間が30分～1時間の地域が最 も定着度が
高いといえる｡
今後の転入者の見通しを尋ねたところ､次のような結
果となった｡｢定年退職後の転入者｣｢新規農林業参入者｣
｢セカンド-ウスを持っ人｣｢自然や農業体験を求めて転
表3-14地元住民との交流の度合
地元住民との交流農的ライフスタイル 老後の生存 芸術.文化活動
1 ある 183 260 103
2 ほとんどない 38 40 22
3. 分からない 94 97 55
表3-15地元住民の会合への参加度
会合への参加 農的ライフスタイル 老後の生活 芸術.文化活動
1 参加しない 16 28 20
2半分程参加する 200 221 102
3 全回参加する 100 143 46
表3-16
定着する転入者 農的ライフスタイル 老後の生活 芸術.文化活動
1 ほぼ全長 64 198 54
2 半数以上 81 95 33
3 半数稼度 40 27 18
4 半数以下 34 8 ll
5ほとんどいない 26 6 8
葺鴇 .文化活動老後の生活鼻的ライフスタイル 日ほとんどいない■単軌以下ロ半数程度} 上I)はぱ全JL
llIIltllIltl.ロ..- .蔓妻重量-:
lll=llll日日tHl" - ;≡
J=lmlJ ='::;;'=':I- -I
図3-8 ライフスタイルと定着度
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図3-9 今後の転入者の見通し
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表3117 関係するDID市町村までの所要時間と定着度
ー127-
30分以内 30分～1時間 1-1.5時間 1.5時間以上 計
農的スラタイイフル 1ほぼ全員 15 30.0% 19 27ー1% 9 23.7% 4 26.7% 47 27.2%
2半数以上 23 46.0% 19 27.1% 12 31.6% 7 46.7% 61 35_3%
3半数程度 7 14.0% 12 17.1% 7 18.4% 2 13.3% 28 16.2%
4半数以下 1 2_0% 14 20.0% 4 10.5% 1 6.7% 20 11.6oi
5ほとんどいない 4 8.0% 6 8.6% 6 15_8% 1 6.7% 17 9.8%
計 50 10 70 100.0 38 1000 151000 1731000
老後の坐請 1ほぼ全員 52 65.8% 64 61ー0% 19 50.0% 9 52.9% 144 60.3%
2半数以上 17 21.5% 25 23.8% 15 39.5% 8 47.1% 65 27.2,g
3半数程度 6 7.6% 11 10.5% 2 5.3% 0 0.0% 19 7.9%
4半数以下 3 3.8% 2 1_9% 0 0.0% 0 0.0% 5 2.1%
′~〇 とんどいない l l3 3 2_9 2 53 0 00 6 25
計 79100.0% 105 100.0% 38 100.0% 17100.0% 239100.0_,亭
･一十●●-エゴ節文化宿動計 1ほぼ全員 10 35.7% 21 50.0% 5 45.5% 2 28.6% 38 43.204
2半数以上 5 17:9% 12 28.6% 2 18ー2% 1 14.3% 20 22.7%
3半数程度 5 17.9% 3 7.1% 2 18_2% 2 28.6% 12 13.604
4半数以下 5 17.9% 5 11_9% 0 0.0% 1 14.3% 11 12_5%
5ほとんどいない 3 10.7% 1 2.4% 2 18.2% 1 14.3% 7 8.0%
1計 28 100.0% 42 100.0% 11100.0% 7 100.0% 88100.0%ほぼ全員 77 49 104 479 33 37ー9 15 385 229 458
2半数以上 45 28.7% 56 25.8% 29 33.3% 16 41.0% 146 29_29.6'
3半数程度 8 115 6 12 9` 11 12_6 4 10_3 59 118%
4半数以下 9 5.7% 21 9.7% 4 4.6% 2 5.1% 36 7.2,0'
5 ほとんどいない 8 5.H` 10 4.6% lo ll.59g 2 5.1% 30 6.0%
表3-18 今後の転入者の見通し
少な くなる 現状 と変わ らない 多 くなる
95定年退職後の転入する人 19 3.9% 274 56.3%' 169 34.79.0/
96 新規農林汝襲参入者の転入する人 101 20.7% 295 60.69.0' 64 13.1%
97 セカン ドハウスを持つ人 39 8.0% 310 63.7% 106 21.8%
98自然や農業体験を求めて転入する人 24 4.990/ 266 54.696' 165 33.990/
入する人｣｢芸術･文化活動を行うために転入する人｣の
どの転入者についても ｢現決と変わらない｣という見方
が最も多い｡ しかし､｢少なくなる｣か ｢多 くなる｣か
では､｢新規農林漁業参入者｣の転入は ｢少なくなる｣
と回答した自治体が20.7%で ｢多くなる｣の13.1%より
上回っているのに対し､｢自然や農業体験を求めて転入
する人｣ は ｢多くなる｣ と回答 した自治体が33.9%で
｢少なくなる｣の4.9%を大きく上回っている｡ また､
｢定年退職後の転入者｣が ｢多 くなる｣(34.7%)のは
｢少なくなる｣(3.9%)よりも割合が高 い ｡以上より､
｢新規就農する者｣は減少するものの､転入者は全体と
して少しずっ増加する傾向にあると推測できる｡
(13)
表3-19 定住促進のための資金援助策
定住のための資金援助 現在ある 予定ある
U.Ⅰターン者に対する助成金 123 25.3% 27 5.5%
家賃援助 36 7.4% 27 5.5%
土地.家屋購入資金融資 41 8.4% 21 4.3%
定住者に対する奨励金 114 23.4% 31 6.4%
定住希望者に対する資金援助 28 5.7% 31 6.4%
結婚奨励金 213 43.7% 36 7.4兎
子供一人にうき援助金 183 37.6% 22 4.5%
新規就鹿者に対する資金援助 136 27.9% 34 7.0%
研修資金援助 141 29.0% 23 4.7%
地元産業就業者に対する奨励金 74 15ー2% 25 5.1%
芸術.文化等のユニークな活動 24 4.9% 20 4.12g
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芸術･文化等のユニークな活動
地元産業就業者に対する奨励金
研修資金境助
新規就農者に対する責金塊助
子供一人につき援助金
瑞相奨励金
定住希望者に対する資金溝助
定住者に対する桑励金
土地･集塵購入資金融資
集貸壌助
∪･lターン者に対する助成金
図3-10 定住促進のための資金援助策
芸術.文化等のユニークな活動地元産業就業者に対する黄励金研修資金緩肋新規牡農事に対する 援助子供一人につき援助結婚費定住希望者 壌定住 奨土地.寮長購入 融資家賃Ulターン 助成 ●
I
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図3-11最重点資金援助策
(6)定住施策の実態
過疎地域市町村で定住促進のための資金援助が実際ど
の程度行われているのかを尋ねたところ､次のような結
果が得られた｡ただし､設問の資金援助策としては､情
報誌から現状を把握し､代表的だと思われるものについ
て抜き出し､設問項目とした｡
表3-19､図3-10から分かるように､現在行われている
資金援助としては ｢結婚奨励金｣が最も多く､今後 ｢予
定がある｣というところを含めると､半数以上の自治体
において行なわれていることになる｡子供一人につき一
定額の援助金を支払っている自治体も4割程度ある｡ま
た､前述のとおり､新規就農者は減少していくという見
通しが立っており､資金援助をすることによって少しで
もそれを食い止めていこうとする対策が打ち出されてい
(14)
表3-20 最重点資金援助策
最重点資金授助 件数
100U.1ターン者に対する助成金 39 ll.9%
101家褒援助 4 1.2%
102土地.家屋的入費金融資 12 3.7%
103定住者に対する奨励金 69 21.0%
104定住希望者に対する資金援助 9 2.7%
105結婚奨励金 T-1-〇〇 16.8%
106子供-人につき援助金 41 12.5%
107新規礼儀者に対する資金援助 49 14.9%
108研修資金援助 31 9.5%
109地元産業就業者に対する奨励金 14 4.3%
110芸術.文化等のユニークな活動 5 1.5%
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る｡
また､これらの中で最も重点をおいている資金援助策
として定住者奨励金を挙げている自治体は69で最も多く､
次いで結婚奨励(55)､新規就農援助 (49)となっている｡
転入者のためにどのような住宅施策がどの程度行われ
ているのかを示したのが表3-21である｡これによると､
現在行われている施策として最も多い土地･住宅探 しの
協力は四分の-の自治体で行われている｡住宅地の造成
や分譲は､現在土地･住宅探 しとはほぼ同じ割合で行わ
れているが､今後の予定のあるところはわずかに多く､
住宅地造成･分譲を中心とした住宅施策が主になってく
る傾向の兆しとも言える｡
一方では､転出者が増加するほど出てくるのが空家で
あり､それらの有効活用として空家･廃屋の提供､情報
公開を今後予定している自治体は多い｡また､転入者の
居住状況は新築を購入する例は少なく､空家･廃屋を利
用しているのがほとんどである｡また､住宅地造成の際
に大切な自然環境を破壊しかねないし今後の施策の方針
としては住宅地造成 ･分譲よりもストックの活用を中心
とする方向性がよみとれる｡
自治体において最も重点をおいている施策について示
しているのが表3-22､図3-12である｡ただし､設問項目
は新過疎法における過疎対策事業の項目とした｡グラフ
を見ると10年前において最も重点をおかれていた産業施
策と交通通信体系の整備が現在､今後と急激に減少し､
今後の施策として生活環境の整備や福祉が大幅に伸びて
きているのが一目瞭然である｡これは､旧過疎法による
産業振興事業､交通通信体系の整備事業が一通り達成さ
れ､住民の生活に密着した事業が中心となりつつあるこ
とを示しているといえる｡生活環境の整備に最も重点を
おいている自治体は現在146あり全自治体の30%である
が､福祉は現時点ではまだその半数に過ぎない｡しかし
今後は福祉にかける比重を増す自治体が181と4割近くを
占めるようになる｡これは､地域内の高齢化が激しくな
ることや､老後Uターン者の増加､介護移住などを見据
えた施策だといえる｡
(7)定住施策と転入者の定着度の関わり
次に先に示した最も重点を置いている資金援助策上位
5策や住宅施策と転入者とが ｢ほぼ全員｣定着 している
自治体数の割合の関係をみてみる｡ Uターン者の多い
｢老後の生活｣では施策の有無に関わらず定着度は高い｡
それに対し ｢農的ライフスタイル｣では全て､｢芸術 ･
文化活動｣では ｢結婚奨励金｣を除く全ての資金援助施
策について ｢ある｣場合は ｢ない｣場合よりも10%前後
(15)
表3-21住宅施設
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住宅施策 現在あろ 予定ある
113住宅地造成 .分譲 11724.09g15331.4%
115空家.廃屋等の情報公開 8216.8% 14529.8%
116土地.住宅探しの協力 11824.2% 14129.0%
表3-22 最重点施策
最重点施策 10年前 現在 今後
(a) 産業振興 20341.7% 17235.3% 94 19.3%
(bI交通通信体系整備 19740.5% 104■21.4% 48 9.9%
(C) 生活環境の整備 5210.7% 14630.0% 16333.5%
kl) 福祉 34 7.0% 7315.0% 18137.2%
(e) 医療 a 1.2% 8 1.6% 24 4.9%
(fI 教育文化振興 14 2.9% 20 4.1% 30 6.2%
(g) 集落整備 20 4.1% 5 1.0% 9 1.8%
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図3-12 最重点施策の移 り変わり
定着度が高く､施策が有効であることを示している｡ま
た､住宅施策についても ｢農的ライフスタイル｣では
｢ある｣場合は ｢ない｣場合より15%ほど､｢芸術･文化
活動では｣10%前後定着度が高い｡なかでも ｢空家･廃
屋提供｣がある場合の定着度は最も高い｡転出者が多い
ほど空家のストックは増加し､それらを有効活用するこ
とは非常に有効だといえる｡これらのことから､｢農的
ライフスタイル｣､｢芸術 ･文化活動｣が定着するには受
け入れ側の施策が大きく係っているといえる｡
4.まとめ
今回の調査結果の中から興味深い点を列挙すると以下
のようになる｡
1.自治体 (役場)過疎対策担当者の約半数はUターン
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組で､半数以上は農家であり､その6割は自分も農業を
やっている｡
2.盆 ･夏休みに人口が増える自治体は9割以上､正月･
冬休みは約9割｡一年のピークが夏の自治体が5割､冬
のものが4割｡夏に人口が2倍以上になる自治体が15
%､冬2倍以上の自治体が約1割ある｡夏の人口増の原
因が帰省者である自治体が約8割､冬は9割強｡
3.2拠点型居住者､Uターン者､Ⅰターン者､Jター
ン者が ｢(目立っほど)多数いる｣ ･ (いる)の割合は､
それぞれ約5割 (｢3%｣(53%))､9割 (｢24%｣
(71%))､7割 (｢4%｣(71%))､ 5割 (｢2%｣
(50%))である｡
4.農的ライフスタイル､老後の生活､芸術文化活動を
目的とする転入者は､それぞれのタイプで年齢･家族型･
住宅が異なり､地域との交流や定着率にも一定の傾向が
ある｡
5.定住施策の重点は､産業 ･交通基盤整備から福祉 ･
生活環境整備へと移行している｡等
農的ライフスタイルを求める人々､老後の生活の場を
求める人々 (農的生活､福祉的生活)､芸術 ･文化活動
の生活活動の場を求める人々 (文化的生活)が過疎自治
体の転入者の主要な部分を占めるようになってきている
実態を今回の調査では明らかにできた｡また､一口に転
入者といっても過疎農村において求めるライフスタイル
の相違によって､選択する住居や家族関係､地域社会や
都市との関係にも差異があることもわかった｡
農村居住者のライフスタイルは極めて多様なものにな
ってきているが､農的な環境を共有し､ゆとりある豊か
な暮らしの質を求めている点では共通している｡この共
通基盤である農的な環境の保全的な活用とエコロジカル
で文化的な暮らしのスタイルの成長を担保しうるサポー
ト体制の整備が重要である｡この調査から､過疎地域の
地域施策の重点が､産業振興 ･交通網整備の段階から､
生活環境 ･福祉施策を最重点課題とする時代への変化が
自治体過疎対策担当者によってはっきりと認識されてい
ることも明らかにできたが､さらにきめ細やかで柔軟な
施策の具体化が課題といえる｡
過疎農村は､以前から常住している定住者と転入者の
共存する地域社会である｡過疎地域を生活空間として体
験し､環境を共有するものには､帰省者 (流出者で母村･
実家との関係を維持するもの)や観光客も含まれる｡農
村地域の定住の可能性は､上記の人々をも視野に入れ､
都市との連携をも念頭において考える必要がある｡特に､
農村地域の定住施策は､転入者の呼び込み施策だけでな
く､その定着策､さらに旧住民と新住民の交流､コミュ
ニティー形成にまで視野に取り込む必要がある｡
今回紹介した調査結果は､概要版であり､過疎自治体
と都市との関連や自治体の施策と転入動向との関連等､
未分析の部分も多い｡その点は別の機会に補足したいと
考えている｡
謝辞)西日本過疎自治体の過疎対策担当者のご理解によ
り今回の有意義な調査を行うことができた｡ご協力いた
だいた方々には感謝いたします｡また調査の実施 ･集計
には､大阪市立大学生活科学部長寿社会環境学講座の学
生諸氏にお世話になりました｡あわせて感謝いたします｡
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